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学校制度の枠を超えた不登校・引きこもり児童生徒への支援
～スペース・イオの学習支援体制構築に向けた試行期の取り組み～
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Report on the Trial Run of “Space IO” in Akita Prefecture: As a Learning 
Support System by the Board of Education for School Refusal Children  
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Abstract
　　In 2005, the board of education of Akita Prefecture, who concerned over the increasing number of 
schoolchildren with problems such as school refusal and withdrawal in their district, decided to set up a support 
system and open a free-school in the name of “Space IO”, which was sanctioned as a special educational zone and 
was set in Akita prefectural Meitoku-kan high school. This paper reports the progress and the result of one-year 
preliminary, which was conducted in Akita-Higashi prefectural high school, aiming at constructing any effective 
learning support system for those children.  Some issues to solve are then discussed.
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　はじめに
　2003 年の文部科学省の調査によると，小中学生の不
登校児童生徒は全国 126,000 人であり，本県では小中学
生約 900 人，高校生約 300 人人と報告されていた。秋田
県では，不登校児童生徒が年々増加している状況を受け，
これらの児童生徒を受け入れるフリースクール的施設
「スペース・イオ」を，2005 年４月新設される秋田明徳
館高校の中に開設することとした。学校枠を超えて，高
等学校の中で小 ･中学生の不登校・引きこもりの児童生
徒に対して，どのような支援体制を構築すべきか。１年
後の設置を目指し，2004 年４月に秋田東高校通信制課
程において試行が開始された。
　本稿では，スペース・イオの望ましい支援体制の構築
に向けた取り組みとその成果と課題について検証するこ
とを目的とする。

１　前年までの経緯
　2005 年４月に，秋田東高校，秋田中央高校定時制課程，
秋田工業高校定時制課程を統合し，秋田県における定時

制 ･通信制の基幹校が設置されることは，2000 年７月
に策定された第五次秋田県高等学校総合整備計画に既に
位置づけられており，その基幹校には不登校 ･引きこも
り児童生徒の心の居場所となるフリースクール的空間を
設置することも明記されていた。その施設は「スペース・
イオ」と名付けられており，「自由に出入りできる私の
居場所（空間）」という意味を持ち，「IN・OUT」（出入
り）の頭文字とイタリア語で「IO」が「私」を意味し
ていることに由来している。
　2003 年 12 月 25 日に新設統合校の方向性を定めるた
め，小野寺清教育長（当時）の下に秋田東高校米田進校
長（当時），根岸均高校教育課長（当時），神居隆（当時
政策企画監）が招集され，新設統合校では，１．生徒個々
の特性や家庭事情等に応じた柔軟なカリキュラムを編成
すること，２．秋田県における高校全入制度の受け皿と
なること，３．小・中学校における不登校に苦しむ児童
生徒に対し，県としてできることの全てを結集して制度
設計に当たること，の三点が確認された。秋田県教育委
員会としては秋田県全域を教育特区としてインターネッ
トや通信教育制度を活用した学習日に係る出席認定が可
能となるよう文部科学省及び内閣府に働きかけ，2004
年１月に特区認定を受けた。
　秋田東高校においては，スペース・イオの設置に向け
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　生徒の希望に添ってきめ細かい指導を行うことを念頭
に置いた。また，様々な特性を持つ児童生徒に対して指
導を行いスペース・イオの指導体制を検討するという観
点から，試行の対象者（学習希望者）を徐々に増やした。
そのため，途中から２名の通信制課程教諭が加わり，学
習指導担当は５名となった。これは，先に述べた「不登
校事業推進委員会」の支援を受けた。
　試行に当たっての仮説は，「不登校や引きこもりを経
験している児童生徒に，学習支援をすることによって，
学校復帰等の改善を図ることができる」とした。学習支
援に特化し，生徒の変容をみることになる。
　指導に当たっては，生徒の状況に応じて工夫すること
は当然であるが，「急がないこと」「答を性急に求めない
こと」「考えさせること」「対話をすること」を基本とし
た。生徒と真摯に向き合い，しっかりと話を聴き，その
思いを受け入れることである。特に通信添削の場合は，
解答用紙に手書きで丁寧にコメントを書き，さらに手紙
を添えるようにした。試行全体を通じて，生徒の学びに
丁寧に寄り添うことを常に念頭においた。
（２）学習形態
　IT等での学習はまだ整備されておらず，学習形態を

次の三形態とした。　
　① 添削による学習（添削指導）　
　② 登校しての学習（対面指導）
　③ ①と②の併用
　学習の進展状況や生徒自身の状態などに応じて，日程
や学習形態の変更はいつでも可能とし，生徒や保護者の
要望にできるだけ添うように配慮した。
（３）生徒の募集
　小中学生の募集は，義務教育課，教育事務所から市町
村教育委員会を通して学校に連絡を行った。正式な募集
要項等は作らず，義務教育課から内容を伝えてもらった。
選考は試行スタッフが行うこととしたが，結果的に学習
指導希望者の全員を受け入れた。
（４）応募生徒
　４月から学習指導を受けたのは３名であった。その後

て通信制課程に研究チームを作り，対象となる不登校・
引きこもり児童生徒に対して，学習支援を通して学校生
活への復帰を目指すとともに，その取り組みの中から望
ましい支援体制の構築について研究することとした。

２　スペース・イオ試行期の取り組み
　2004 年４月，秋田東高校に神居隆が校長として赴任
した。神居は「第五次高等学校再編整備計画」に関わっ
ており，それ以降も教育委員会においてスペース・イオ
設置の提言の実現に向けて計画を進めていた。神居の赴
任を契機として，秋田東高校通信制課程で試行が開始さ
れた。統括を通信制課程教頭，運営を同年赴任の定時制
教頭が担当することとなった。2005 年４月開校の統合
校秋田明徳館高校でのスペース・イオ運営開始に向けて，
学習指導方法及び指導体制等の実践研究が始まった。
　秋田東高校は定時制課程，通信制課程を併設し，これ
までも不登校・引きこもり傾向の生徒を受け入れるなど，
指導経験が豊富であった。また，通信制課程には「不登
校事業推進委員会」があり，他校の生徒にまで範囲を拡

大して指導するという他に見られない特色ある取り組み
を実施していた。高校生対象ではあったが，「学び」を
求める生徒たちへ，通信制課程は新たな在り方を追求し
ていた。これは，スペース・イオの理念に通じる先見性
をもったものであると評価することができる。
　当時，この運営を統括していた通信制課程教頭は，す
でに２名の生徒が指導を受けることが決まっており，ス
ペース・イオの試行はすぐに開始できると話していた。
試行に当たり，「不登校・引きこもり」に対する深い理
解と支援を惜しまない通信制課程の教員を中心に据えた
ことは，最適なマネジメントであった。
（１）指導体制および指導の考え方
　2005 年４月，通信制課程教頭をチーフとして，４名
の教員で組織された（表１）。主に，通信制課程教頭が
最初の面談を行い，状況を把握する。その後，大まかな
学習計画を立てる。生徒の状況に応じて，学習形態を考
え，指導担当者を決める。公称ではないが，内輪で「チー
ム IO」と名付けた。

表１　チーム IO

チーフ 通信制課程教頭 統括，相談，実践研究事業，通信制課程兼務
サブチーフ 定時制課程教頭 運営，学習指導，実践研究事業，定時制課程兼務

学習指導員
通信制課程教諭 学習指導，通信制課程兼務
定時制課程臨時講師 学習指導，定時制課程兼務

表２　応募生徒の内訳

中学校在籍者 中学校卒業者 高等学校在籍者
  ２年　１名 ２年　１名
  ３年　５名 　　３名
　計 　６名 計　３名  計  　１名 合計 10 名
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希望者が増え，最終的には 10 名となった（表２）。
　スペース・イオの対象者は学校在籍者が中心であるが，
不登校傾向のまま中学を卒業し，自宅にいる人にはほと
んど手がかけられていないと思われた。そこで，試行に
あたってはその範囲まで広げることにした。
　また，生徒の中には発達障害の疑いがあると思われる
者や精神的な問題を抱える者もいたが，不登校の原因は
問わず，学びたいという思いを持って一歩前に出てきた

生徒を受け入れることとした。
（５）指導・支援の状況
　学習形態（指導形態）は基本的に生徒の希望に添った。
学習指導を受けた生徒のほとんどから，「進学のために
学びたい」という思いが強く感じられた。保護者からは，
その不安や期待を丁寧に聞き取りした。同時に，在籍校
との連絡を絶やさず，生徒の変容を伝え，協力をお願い
した。表３に 10 名の指導・支援の状況を示した。

表３　平成 16年度　スペース・イオ試行における指導・支援の状況

No. 対　象 相談活動 教　科　指　導 保護者への支援 学校との連携
① 中２年生 ３回 対面指導 ７回　英・数 個人面談，電話相談   担任訪問指導，資料送付

添削指導 ４回　英・数
② 中３年生 １回 添削指導 ６回　英・数 個人面談，電話相談 担任訪問指導，資料送付
③ 中３年生 ３回 対面指導 ２回　国・英・数 個人面談，電話相談 担任訪問指導，電話連絡
④ 中３年生 ３回 対面指導 23回　英・数 個人面談，電話相談 担任訪問指導，資料送付
⑤ 中３年生 １回 対面指導 ４回　英・数 個人面談 担任訪問指導，電話連絡
⑥ 中３年生 １回 対面指導 ２回　英・数 個人面談 担任訪問指導，電話連絡
⑦ 中卒業生 ２回 対面指導 17回　国 個人面談 電話連絡
⑧ 中卒業生 １回 対面指導 10回　国・数 個人面談，電話相談
⑨ 中卒業生 ２回 対面指導 ２回　英 個人面談
⑩ 高２年生 ５回 対面指導 32回　英・数 個人面談 （休学中）

表４　平成 16年度スペース・イオ試行の成果

No. 対　象 指　導　の　成　果 試行後の動向
① 中２年生 学習意欲も高まり，外出することができるようになった。 スペース・イオに入所

② 中３年生 適応指導教室や学校の保健室登校ができるようになった。高校受験
を決意した。 定時制高校入学

③ 中３年生 学校の保健室登校ができるようになった。高校受験を決意した。 全日制高校入学

④ 中３年生 定期的に通い指導を受けることができるようになり，本校への受験
を決意した。 通信制高校入学

⑤ 中３年生 定期的に通い，自分から進んで学習するようになり，本校への進学
を決意した。 通信制高校入学

⑥ 中３年生 学習意欲が高まり，本校への受験を決意した。自ら進んで学習し，
模擬試験の成績が向上した。 定時制高校入学

⑦ 中卒業生 学習意欲が高まり，定期的に登校するようになった。本校への受験
を決意した。 通信制高校入学

⑧ 中卒業生 定期的に登校し，学習を受けることができるようになった。 未定
⑨ 中卒業生 学習意欲が高まり，本校への受験を決意した。 定時制高校入学
⑩ 高２年生 学習意欲が高まり，本校への編入学を決意した。大学進学を目指す。 通信制高校編入学

（６）学習指導の成果及び試行後の動向
  指導を受けた生徒はとても前向きに学習を続けた。毎
日通ってきて，一日中指導を受けたいという思いを話す
生徒もいた。これまでの自分から，高等学校という次の
ステージで，新たな自分を創っていこうという思いが強
く感じられた。表４に 10 名の指導や支援の成果等につ
いて示した。
　ほとんどの生徒が，自宅でも意欲的に学習をするよう

になった。また，自宅から外出できるようになったり，
保健室登校ができるようになった生徒もいた。試行にお
いても，登校して対面指導を受けた場合は出席扱いが可
能であり，生徒にとっても励みになっていた。それぞれ
に良好な状態が見られ，生徒や保護者からも笑顔が多く
見られるようになっていった。
　試行後の動向であるが，中学３年生以上の生徒９名の
内８名が高校への進学並びに編入の道を選んだ。その中
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の６名は新しく創設された秋田明徳館高校を進学先とし
た。

４　スペース・イオ試行による成果と課題
　学習支援を受けた 10 名の生徒・中卒生全員が学習の
意欲を高めた。在籍校に登校できた生徒もいた。中学３
年生，中卒生のほとんどが，高校への進学を決意し，学
習にも力が入った。高校に入学しての夢を語る生徒もい
た。丁寧な学習支援により，生徒たちの学ぼうとする力
が高揚した結果であった。また，高校という場所に来て
学ぶことができている自分を自覚することで，心のハー
ドルが低くなったことも要因と考えられる。　
　以上のことから，学習支援を行うことによって，学校
復帰への意欲を高めることができることが示された。そ
こで，スペース・イオでは，学習支援を中心に据えて支
援体制を構築し，不登校・引きこもり児童生徒への対応
を行うこととした。
（１）試行による成果のまとめ
　１年間の試行によりスペース・イオ運営の基本となる
ことがらについて，チーム内で合意を得た。それらにつ
いて次にまとめる。
①児童生徒の学びに丁寧に寄り添うことを根幹とする
　「学びたい」という思いは「成長したい」ということ
である。しかし，不登校の場合，「学校に行　けないから，
できないことがたくさんある」と考えている児童生徒が
たくさんいる。「一度戻ったけれど，みんなに追いつく
ことができなくて，また学校に行けなくなった」と話す
生徒もいた。学習内容が進んでいて分からないというこ
ともあるが，それ以上に，自分は学んでいないというこ
とが，一歩前に進むことをためらわせているように感じ
られた。私たちは，試行の基本である「学びに丁寧に寄
り添う」という基本を再確認し，指導を行っていった。
これは，スペース・イオの根幹をなすものと考えた。
　また，指導体制を整備するに当たり，問題を抱えてい
る生徒が多いことが予想されることから，カウンセリン
グスキルをもつ教員等の配置が必要であることが分かっ
た。
②学びの自信を取り戻すことが鍵となる
　試行を通して，「学びの自信」を取り戻すことが，スペー
ス・イオ学習指導のキーポイントになると考えた。試行
での学習時間は，学校で学ぶ時間に比較すれば，とても
少ない。それにもかかわらず，彼らは，「学ぶ」という
ことに，もしくは「学んでいる」ということに，そして
「学ぶことができている」ということに自信を深めていっ
た。
　児童生徒は生来学びたいものである。学んでいるとい
うことを意識しなくても，生まれながらに，日々多くの

ことを学んでいる。その中で，学校はより体系的に学ぶ
場であり，児童生徒もそのことはよく分かっている。従っ
て，そこに行くことができないということは，大きな挫
折感となる。
　「学びの自信」とは，学びの結果である学習知識の量
による自信だけではなく，「学んでいる」というその事
実から生まれる自信である。児童生徒が在籍校に復帰す
ることだけではなく，次のステージとしての学びの場（例
えば高校など）を選択していく学校復帰も，スペース・
イオの目標の一つである。
③�学校との丁寧な連携により，児童生徒の学校復帰の意
欲を高めることができる
  試行においては，学校側と良く連絡をとり，その変容
が伝わるように配慮した。添削指導はその内容のコピー
を学校にも送り，学習指導を受けていることを証明する
ようにした。また，対面指導は，学習教科，内容を報告
し，生徒の状況を報告した。文部科学省の通知により出
席扱いが可能であることから，これらの学習は校長の判
断によって，すべて出席扱いとなった。
　また，特区により担任等が家庭訪問して指導する場合
も，出席扱いが可能となることをよく理解してもらうた
めに，各中学校に担任の訪問指導を特にお願いした。中
学校側はよく理解し，協力してくれた。
④�通信添削指導により，生徒の学習意欲を高めることが
できる
　当初から「通信添削によって生徒の学習意欲を高め，
学校復帰を促すことができるか」という課題があった。
これは，その後のスペース・イオにおける IT等を活用
した学習の成果に繋がるものと考えていた。試行におい
ては，中学２年生と３年生の２名を対象とした。３年生
の生徒は地元の高校定時制課程へ進学したが，中学２年
の生徒は在籍校への復帰はできなかった。しかし，学習
意欲は大いに高まり，次年度スペース・イオへの入所を
強く希望した。スペース・イオでは添削指導と休日の対
面指導を採り入れ，３年生の２学期，文化祭への参加を
きっかけとして在籍校に復帰し，高校は秋田明徳館高校
定時制課程に進学した。
⑤�対面指導を丁寧に行うことによって，生徒の意欲を高
めることができる
　生徒の学びに丁寧に寄り添うことの，具体的な形であ
る。不登校の生徒は学習が遅れている場合が多く，より
低学年の内容に降りて指導を行うことが必要である。そ
のためには，対面指導による個別指導が有効である。ス
ペース・イオにおいて，最も基本となる学習形態となる。
（２）試行により生まれた課題と対策について
　スペース・イオの支援体制の構築に関する課題と対策
については，次の通りである。
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①指導体制・組織をどのように設定するか
　試行では教員による相談及び学習指導であり，特に相
談においては専門的な知識がより必要であることを感じ
た。不登校の状況をより改善するために，カウンセラー
等の配置が望まれる。また，学習指導を行う専門のスタッ
フの充実が必要である。
②通所形態をどのように設定するか
　試行では生徒の希望した時間に合わせて，指導を行っ
た。時には予定外に訪れる場合もあり，柔軟に対応する
ことに配慮した。その良さを生かしながら，児童生徒が
「学校」に通っているという実感をもつ工夫が必要であ
ると感じられた。
③学習形態をどのように設定するか
　試行では，登校した場合，個別の対面指導を行ってい
た。そのことにより，生徒が学びの自信を取り戻すきっ
かけとなった。私たちはスペース・イオを運営して行く
に当たり，児童生徒が自らの成長を確認しながら学習し
ていく仕組みを作りたいと考えた。教師側が彼らの変容
を感じ取るだけではなく，児童生徒自身が自分の変容を
感じることが，重要である。
④学習プログラムをどのように設定するか
  試行では，主に国語，英語，数学を指導していた。チー
ムスタッフの関係で，教科の範囲を広げることはできな
かった。スペース・イオでは，児童生徒が学校で学んで
いるという実感を持たせることが大切である。
⑤集団活動をどのように設定するか
　個別指導による学習支援の効果をさらに高めるため
に，集団的な学びの機会が有効である。集団活動では，
その学習過程を通して児童生徒が関わり合い，相互作用
によって成長していく。教科の学習に加えて，コミュニ
ケーション力育成のプログラムを設定することが必要で
ある。
⑥ IT 等の活用による学習はどのようにあるべきか
  試行では添削指導を行っていたため，ITの活用にまで
は至らなかった。しかし，引きこもり傾向の児童生徒の
場合は，社会とのつながりを保つことが大切であること
が分かった。ITの活用だけではなく，添削指導，手紙
による相談なども含めて，より児童生徒の実態に合わせ
た繋がりを確保することが課題となる。
⑦NPO等の外部団体との連携はどのようにあるべきか
　不登校に対して高い実践力をもつ民間ボランティア団
体等と，どのように連携すべきか。学校の機能にさらに，
民間の教育支援などのサポートが付加されることで，よ
り実効性の高いプログラムとなるであろう。共にプログ
ラムを開発する努力が必要である。
⑧学校との連携はどのようにあるべきか
　不登校・引きこもり児童生徒への対応は，学校との共

同作業である。学校が，スペース・イオの趣旨や指導方
法，活動内容等について確実に理解し，共に児童生徒の
成長を支援する形でなければならない。学校とスペース・
イオ双方がお互いを認め合い，お互いの不足を補うなど，
児童生徒の成長を支える仕組みを構築することが求めら
れる。
⑨保護者をどのように支援するか
　試行で，保護者の不安感を強く感じた。ほとんどの生
徒は自分で登校することはできず，保護者が引率して来
ていた。生徒たちは，保護者が感じる不安そのものを，
自分の不安として感じていると思われた。保護者が将来
に希望や期待感をもち，笑顔になることが必要である。
生徒だけではなく，保護者に対するていねいな相談活動
や支える仕組みが必要である。
⑩学校復帰プログラムの開発
　スペース・イオの目標として，在籍校への復帰，また
は高校等への進学がある。「学ぶ」ということをしっか
りと胸に刻んで学校に復帰させたい。その際，自分の成
長を確かめながらチャレンジしていく段階的なステップ
をもったプログラムとしたい。学校，生徒，保護者にとっ
て今自分のステップはどこなのか，目指すステップはど
こなのかが分かるようなシステムが有効である。

３　心理学的支援からみたシステム評価
　不登校や引きこもりのきっかけは必ずしも対人関係の
問題とは限らない。実のところ授業そのものやテストへ
の漠然とした不安，つまり学習不安を抱えていることも
多い。居場所の提供や集団適応支援の取組みのほか学習
指導に力点を置いている点は，不登校を継続させている
大きな要因の一つ，学習不安へのアプローチとしても非
常に適切であると言える（樋口，2013）。
　また，適応指導教室は，それを管轄する市町村自治体
の教育委員会がその運営を担うが圧倒的に多い（本山，
2011）。児童生徒が不登校等の問題を抱え，適応指導教
室の利用を希望する場合，市町村ごとに設けられた施設
に，当該地区にある学校に在籍する児童生徒が振り分け
られることになる。不登校でかなりの期間悩んだ子ども
と保護者が，気に入った適応指導教室へのアプローチを
試みたときに，所属校が対象外という理由で入所が拒ま
れることがある。不登校の子どもが自発的な意欲を示し
てくれるときに，保護者はその意欲の火を決して消した
くはないと考えるが，自治体間の境界線にそれが阻まれ
る例がたびたびある。これは保護者が子どもの不登校改
善に関わる意欲も大きく削ぐ。
　スペース ･イオは県教育委員会内で高校籍の組織が中
心となって小・中学校の児童生徒，そして保護者を支援
する施設を設けていることに特徴があり，この境界線の
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問題とは無縁の組織であることにも注目すべきである。
加えて，小学生または中学生のいずれかに特化した施設
でないことも，小学校から中学校に進学する子どもたち
が，学年や学校種の境界線で門前払いされる懸念を払拭
してくれる要因である。さらに，不登校児童生徒が選択
する可能性の高い定時制課程と通信制課程がスペース ･
イオの上階に設置されていることで，スペース ･イオに
通う行動そのものが，自分が進学するかもしれない高校
へのメンタル・リハーサルとなっている。これは，高校
入学後の通学への抵抗感を弱化する効果も持っている。
このように「秋田県全域を対象とした教育特区」は，市
町村という地域的境界，学校種という時間的境界が持つ
問題を解消する画期的な試みであったと評価できるであ
ろう。

４　おわりに
　仮説を「不登校や引きこもりを経験している児童生徒
に，学習支援をすることによって，学校復帰等の改善を
図ることができる」とし，学習支援に特化して生徒の変
容をみてきた。
試行の対象者は 10 名の生徒であったが，対面指導の有
効性が認められるとともに，添削指導における「学びの
つながり」が IT等を活用する学習支援に効果をもたら
すという期待感を持つことができた。

　試行の成果を受けて，秋田県教育委員会は学習支援体
制の構築に配慮した。2005 年４月，新体制でより望ま
しい学習支援体制の構築について，実践研究を開始した。
新たなチームは，それぞれの経験を生かし，多くのプロ
グラムを開発していった。また，外部団体であるNPO
等の協力も得て，児童生徒の意欲を高める取り組みを進
めていった。
　スペース・イオに関わる一人一人が，その目的をよく
理解し，それぞれの果たすミッションを精力的に進めて
いった結果，多くの児童生徒が意欲を持って前に進んで
いくことができた。児童生徒たちが持っている，「学び
たい」という思いに丁寧に寄り添い，背中を押してあげ
ることが児童生徒にとって最も望ましい支援になり得る
と結論づけて良いであろう。
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